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今後の経済財政運営及び経済社会の構造改革に関する基本方針 

（平成 13 年６月 26 日 閣議決定）（抜粋） 
 

第４章 個性ある地方の競争 ― 自立した国・地方関係の確立 

５．地方財政にかかる制度の抜本改革 

（３）地方税の充実確保 

地方の自律性を高めるためには、地方行財政の効率化を前提に、自らの判断で使える財源を中心

とした「自助と自律」にふさわしい歳入基盤を確立することが重要である。そうした観点から、地

方税を充実確保することとし、国と地方の役割分担の見直しを踏まえつつ、国庫補助負担金の整理

合理化や地方交付税のあり方の見直しとともに、税源移譲を含め国と地方の税源配分について根本

から見直しそのあり方を検討する。その際、国・地方それぞれの財政事情や個々の自治体に与える

影響等を踏まえる必要がある。 

また、地方税収の基盤となる経済力の発展や、サービス水準と負担を考えた税の水準について、

各自治体の自主的な判断や努力が望まれる。 

（以下略） 





（注）１．

２．計数は、決算ベースであり、それぞれ四捨五入による。

（単位：兆円）

（国）

地方交付税等（１５．０）【歳　出】

【歳　入】
（地方）

（≒２：３）

国の歳入（１０８．０）

（３７．７）

（４１．３）

国税：地方税

６０：４０

（≒３：２）

国歳出：地方歳出

４３：５７

３９．６％

４０：６０

（≒２：３）

歳出総額     １５９．０

歳入総額　　１７０．５

租税総額  ８８．２

（５２．７） （３５．５）

５９．７％ ４０．３%

地方の歳入（６２．５）

（５０．６）

(15.8)

国・地方の歳入歳出の関係図（平成12年度）

４２．７％

国の歳出（純計ベース）

(14.0）

地方税その他 国　債　等 国　　　税
(11.1)

計数は、国は一般会計と交付税及び譲与税配付金、国有林野事業（治山勘定のみ）、国営土地改良事
業、港湾整備、道路整備、空港整備、治水、石炭並びに石油及びエネルギー需給構造高度化対策、厚
生保険（児童手当勘定のみ）及び電源開発促進対策（電源立地勘定のみ）の10特別会計との純計決算額
（但し、租税総額には電源開発促進対策の電源多様化勘定と国債整理基金特別会計も含む）、地方は普
通会計の決算額による。

その他地方債

（９６．１）

６０．４％

５７．３％

（６３．０）
地方の歳出（純計ベース）









　　　　　　　　　　　　　　　　租税負担率（国税） 　　　　　　　　　　　　　　租税負担率（国税・地方税）

　　　　　（注) 日本は14年度当初予算ベース、日本以外は、「OECD Revenue Statistics 1965-2000」等により作成。
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わが国税制の現状と課題 －21世紀に向けた国民の参加と選択－（抜粋） 

（平成12年７月 政府税制調査会） 

 

 

第二．個別税目の現状と課題 

一 個人所得課税 

１．個人所得課税の意義 

  (2)個人所得課税の特徴と役割（抜粋） 

 ・・・個人所得課税の役割を財政の機能の観点から見ると、・・・財源調達に基幹的な役割を担うとともに、所得再分配機能に

おいても重要な役割を担っており、さらに経済の自動安定化機能も有しています。 

 

２．個人所得課税の現状  

(2)個人所得課税の負担水準（抜粋） 

 ・・・累次の税制改革における負担軽減や景気対策としての減税を経て、税負担の水準は低下しています。・・・個人所得課税

の負担について国際比較をすると、わが国は主要国中、最も低い水準にあり、特に中低所得者の負担が小さいものとなってい

ます。 

 



　　　　　（注) 日本は14年度当初予算ベース、日本以外は、「OECD Revenue Statistics 1965-2000」等により作成。

主要国における個人所得課税負担率（対国民所得比）の国際比較
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所 得 税 の 国 際 比 較

日 本 ア メ リ カ イ ギ リ ス ド イ ツ フ ラ ン ス

４段階 ６段階 ３段階 方程式 ６段階
５２．７５％

４８．５％
税 ４６．７５％

３８．６％ ４０％
３７％ ４１％

３０％ ３５％ ３１％
率 ３０％ ２２％ ２０．０％

２０％ ２７％ ２１％

１０％ １５％ １０％ ７．５％
１０％

構
（注）上記に加えて、個人 （注）上記に加えて、州、 （注）地方税はない。 （注）連邦・州・市町村の （注）地方税はない。
住民税（税率５～１３％ 郡、市等の地方所得税 共有税である。なお、
３段階）が課されてい が課されている。 上記に加えて、連帯付
る。 加税（税額の５．５％、９５

造 ’９９年から定率減税 例：ニューヨーク市の場合 年導入、連邦税）が課
（所得税：２０％、２５万円 州税率 されている。
限度、個人住民税：１５％ ４～６．８５％ ５段階
、４万円限度）が実施 市税率
されている。 ２．９０７～３．６４８％ ４段階

課

税

最 ３８４．２万円 ３８３．３万円
３１５．３万円

低 ２９８．１万円

限 １３７．８万円

（注）１．課税最低限は夫婦子２人（日本は子のうち１人は特定扶養親族に該当、１人は１６歳未満とし、アメリカは子のうち１人を１７歳未満としている）
の給与所得者の場合である。
２．諸外国は２００２年１月現在。
３．換算レートは、アメリカ １ドル＝１２２円、イギリス １ポンド＝１７４円、ドイツ及びフランス １ユーロ＝１０８円（基準外国為替相場及び裁定外
国為替相場：平成１３年６月から１１月までの実勢相場の平均値）。



限界税率ブラケット別納税者（又は申告書）数割合の国際比較

１５％
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１０．５％
（約5割）

２４％
（36％程度）

２８％
（26％程度）

２２％
（約8割）

２０％
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３３％
（約1割）
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（3％程度）

４０％
（約1割）
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３７％
（1％未満）

３９．６％
（1％程度）

４８％
（1％未満）

５４％
（1％未満）

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

フランス
（98年）

アメリカ
（99年）

イギリス
（00年）
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（00年）

（注）１．グラフの各欄の上段は限界税率、下段はそのブラケットに属する納税者（又は申告書）の全体に占める構成割合である。
　　　２．日本のデータは「民間給与の実態（12年）」より、1年間を通じて勤務した納税者に係る給与収入別の人員分布から扶養人員数等を考慮して課税所得を推計
　　　　した。
　　　３．諸外国のデータは各国の税務統計に基づいて作成した。
　　　４．ドイツは方程式方式のためブラケット別納税者数割合は不明。
　　　５．アメリカは個人単位と夫婦単位課税の選択制。フランスは世帯単位課税であるため、納税者数の割合は推計が困難である。
　　　　　このため、ここでは申告書数の割合を掲げている。

未定稿

納
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者
数
割
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申
告
書
数
割
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わが国税制の現状と課題 －21世紀に向けた国民の参加と選択－（抜粋） 

（平成12年７月 政府税制調査会） 

 

 

第二 個別税目の現状と課題 

三 消費課税 

３．消費課税の課題（抜粋） 

消費税は、社会保障をはじめとする公的サービスの費用をあらゆる世代が広く公平に分かち合う上で大きな役割を果たしてお

り、国の歳入の２割を占める基幹的な税の一つです。 

現在、わが国においては、65 歳以上の人口の総人口に占める割合が主要先進国中、最大となっています。少子・高齢化は世

界に例を見ない速度で進んでおり、21世紀初頭（2007年）には総人口が減少するという新たな局面を迎えると見込まれています。

生産年齢人口は既に減少に転じており、労働力人口もやがて減少することが見込まれています。他方、社会保障などの公的サー

ビスに必要な費用は、相当の制度改革を行っても、高齢化の進展に伴う増加が避けられないものと考えられています。 

このように、更に少子・高齢化が進展する21 世紀を展望すると、勤労世代に偏らず、より多くの人々が社会を支えていくこ

とが必要であり、消費税の役割はますます重要なものになっていくと考えられます。 
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付加価値税率(標準税率)の国際比較

(備考) 1. 日本の消費税率５%のうち１%は地方消費税(地方税）である。
           2. カナダにおいては、連邦の財貨・サービス税（付加価値税）の他に、州によって小売売上税等を課しているところがある。（例:オンタリオ州8%）
          3. アメリカは、州、郡、市により小売売上税が課されている。（例:ニューヨーク市8.25%）
          4. 欧州理事会指令では、標準税率を15％以上とするよう定めているが、25％以下とするよう努めることについての合意が別途なされている。

(2002年１月現在）％
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基礎年金
消 費 税

５６．４％ 国へ （国 分 ）
４．８兆円

６．９兆円

老人医療

３．８兆円
２３．６％

介 護
４３．６％ 地方へ １．５兆円

２０％

消    費    税    の    使    途

        ５％×

         ５％×

         ５％×
地方消費税
１％

消 　費 　税
４％

１０．１兆円

4％×29.5％

４％×25％



売 上 げ ２０，０００ 売 上 げ ５０，０００ 売 上 げ ７０，０００ 売 上 げ１００，０００

売上げに係
る税【①】 ８００ 売上げに係

る税【②】 ２，０００ 売上げに係
る税【③】 ２，８００ 売上げに係

る税【④】 ４，０００

仕 入 れ ２０，０００ 仕 入 れ ５０，０００ 仕 入 れ ７０，０００

仕入れに係
る税【①】 ８００ 仕入れに係

る税【②】 ２，０００ 仕入れに係
る税【③】 ２，８００

【①】 ８００ 【②】－【①】 １，２００ 【③】－【②】 ８００ 【④】－【③】 １，２００

【（Ａ）×25%】 ２００ 【（Ｂ）×25%】 ３００ 【（Ｃ）×25%】 ２００ 【（Ｄ）×25%】 ３００

　うち税
２，５００ ３，５００ ５，０００

　うち税
１，０００

　うち税 　うち税

２１，０００ ５２，５００ ７３，５００ １０５，０００

　　　　　消費者の負担　５，０００

消費税・地方消費税の仕組み

消　　費　　税（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）

地方消費税（イ＋ロ＋ハ＋ニ）

        　        うち

消　費　に　関　連　し　た　基　準　に　よ　っ　て　清　算

　　　　　　　　　　４，０００

　　　　　　　　　　１，０００

地方消費税額　　（イ） 地方消費税額　　（ロ） 地方消費税額　　（ハ） 地方消費税額　　（ニ）

消　費　税　額　　（Ｂ）消　費　税　額　　（Ａ） 消　費　税　額　　（Ｃ） 消　費　税　額　　（Ｄ）

原 材 料 製 造
（生  産） 業 者 完成品製造業者 卸　売　業　者 小　売　業　者 消　　費　　者



所得税、法人税、消費税の人口一人当たり税収額の指数（全国平均を１００とした場合　平成11年度）
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        （注）数値は、平成11年度版　国税庁統計年報書による。



経済財政白書の税源移譲シミュレーション 

  

[前提] 

  前提１ 国税と地方税の比率を１：１にするよう税源移譲（７兆円） 

     ・住民税・・・現行５％、10％、13％の累進税率を10％のフラット税率化 
     ・地方消費税・・・消費税５％のうち現行１％部分を2.5％部分まで拡充 

  前提２ 地方交付税、国庫補助金を税源移譲額と同額だけ削減 

 

［シミュレーション結果］ 

○不交付団体の数 

・都道府県(47団体) 

        移譲前 １団体 (東京)  →  移譲後    ２団体 (東京、愛知) 

・市町村(3,252団体) 

      移譲前  107団体(3.3%) →  移譲後   253団体(7.8%)    

・うち人口10万人未満の市町村（3,003団体） 

         移譲前   61団体(2.0%)  →  移譲後  122団体(4.1%) 

 

○自治体の財政改善の状況 

・税収が歳出全体に占める割合が５割以上という自治体 

    移譲前 全体の7.4％   →  移譲後 全体の15.4％ 

・税収の歳出全体に対する割合が２割未満という自治体 

    移譲前 全体の５割   →   移譲後 全体の４割 



 

  ○ 不交付団体の増加によって、多額の超過財源（１．７兆円）が生じる点につい

ても指摘しておこう。超過財源とは、地方交付税の基準財政収入額が基準財政需

要額を上回る部分であり、地方交付税の不交付団体（特に大都市）において発生

する。このシミュレーションのように、地方全体での税源移譲額と財政移転削減

額を同額とした場合には、不交付団体の超過財源の増加分に応じて、交付団体の

歳入規模は縮小することに留意する必要がある。  

 

○ 評価（本文より抜粋） 

・ 税源移譲によって、地方の財政基盤はある程度強化され、経済力のある大都市

などの地方公共団体の自立が図られる。一方で、地方圏を中心に大部分の地方公

共団体の財政状況はさほど改善しない。 

・ 税源移譲のみで地方財政の問題が解決するわけではない。国の地方に対する関

与の廃止・縮小と合わせて地方単独施策の見直しを始め、地方歳出の見直しを進

めることが不可欠である。同時に、市町村合併等による地方の行財政基盤の充実

を図ることが必要である。 

・ 地方財政制度には、制度・問題が複雑に関係しているため、歳出の見直し、財

政移転制度の見直し、・・・地方税の充実確保といった施策を総合的に検討する

ことが必要である。また、・・・国の財政に与える影響も同時に検討する必要が

ある。・・・また、その際、国税と地方税のあり方やストックとして既にある国・

地方合わせた巨額の公的債務を、今後どのように解消していくかということも検

討する必要があろう。 



 

 

わが国税制の現状と課題 －21世紀に向けた国民の参加と選択－（抜粋） 

（平成12年７月 政府税制調査会） 

 

 

第一 基本的考え方 

四 税制の検討の視点 

４．地方分権と地方税財源の充実確保 

  (1)地方分権の意義と地方税の役割 

地方公共団体は、地域住民のために、福祉,教育などの対人サービスや道路・上下水道をはじめとした社会資本の整備など、

住民の毎日の生活に密着した行政サービスを提供し、また、経済社会の変化に応じて生じる地域社会での様々な課題に対応し

ています。 

地方税は、地方公共団体が、このような行政を行うために必要な経費を賄うものであり、地域の共通の経費をその地域の住

民がその能力と受益に応じて負担し合うものと言えます。このため、地方税については、負担分任性（分かち合い）や応益性

を有する税制が望ましいとされています。地方税の負担を求めるに当たって、地方公共団体が、どの程度の行政水準を、どれ

だけの経費で実現しているのか、住民に対して情報公開を行い、説明責任を果たし、住民の参加と選択を求めることにより、

責任ある地方自治が構築されます。地方税は言わば、民主主義の学校である地方自治の存在証明とも言えるものです。 



 

わが国税制の現状と課題－21世紀に向けた国民の参加と選択－（抜粋）（平成12年７月政府税制調査会） 

 
第二 個別税目の現状と課題 一個人所得課税 14．個人住民税関係 
(1)個人住民税の意義 
④均等割 
イ．均等割の意義 
均等割は、住民が地方公共団体から様々な行政サービスを受けている対価として、地域社会の費用の一部を等しく分担
するものであり、負担分任の性格を有する個人住民税の基礎的な部分として位置付けられるものです。 
また、少子・高齢化の進展に伴い、住民が税負担を広く分かち合うことが必要となっていることからも、均等割が果た
すべき役割は大きいものと考えられます。 
ロ．均等割の課題 
(ｲ)税率のあり方 
均等割税収の個人住民税収全体に占める割合は、昭和 25 年度 18.3％から平成８年度 1.8％に低下しています。また、
道府県民税と市町村民税を合わせた均等割の平均税率は、昭和 30 年度と平成 10 年度を比較した場合約８倍となって
いますが、この間１人当たりの国民所得は約 40 倍、都道府県と市町村を合わせた１人当たりの歳出決算額は約 60 倍
と上昇しており、均等割の負担水準は大きく低下してきています。 
このため、均等割の税率については、過大な負担とならないよう配慮しつつ、負担水準の見直しを図る必要があると
考えられます。 
(ﾛ)市町村民税における人口段階区分に応じた税率設定 
市町村民税の均等割の税率が人口規模に応じて３段階に区分して設定されている理由としては、住民が市町村から受
ける受益は都市化の進展に伴い増加することなどが挙げられています。 
これに対し、住民が市町村から受ける行政サービスの内容は人口規模別に見ても均質化の傾向にあることから、昭和
55 年度税制改正以降の改正においては、各人口段階ごとの税率の引上げ額を同額とすることにより、人口段階区分に応
じた税率の格差が縮小されてきていますが、今後ともその格差縮小を図る必要があると考えられます。 
(ﾊ)生計同一の妻に対する非課税措置 
均等割の納税義務を負う夫と生計を一にする妻に対しては均等割が非課税とされていますが、その趣旨は、夫婦を社
会生活上の単位として一体とみなして、夫に課税した場合には妻に対して二重に課税しないとするものです。 
この非課税措置については、妻も地方公共団体から行政サービスを受けており、また、一定の所得を稼得する妻は税
負担能力（担税力）を有するため、個人単位課税の観点からそのあり方を見直す必要があると考えられます。 





わが国税制の現状と課題 －21世紀に向けた国民の参加と選択－（抜粋） 

（平成 12年７月 政府税制調査会） 

 

第二 個別税目の現状と課題 四 資産課税等 

４．固定資産税 

(5)非課税等特別措置の整理・合理化 

固定資産税は、市町村の基幹税目であり、その安定的確保が必要であるとともに、納税者の理解を深めていくためにも、負担の公

平に向けた努力を行っていくことが必要です。したがって、当調査会として指摘してきているように、非課税等特別措置については、

課税の適正化の観点から、政策目的が合理的か、政策手段として妥当か、利用の実態が低調となっていたり一部の者に偏っていない

かなどの点について、今後も十分に吟味を行い、引き続き整理・合理化を行うことが必要です。特に、小規模住宅用地について価格

の６分の１、一般住宅用地については価格の３分の１を課税標準とする大幅な特例措置が講じられており、地価の状況の変化や住民

が応益的に負担すべき適正な水準を考えた場合、当該特例措置の拡充前の水準（小規模住宅用地は４分の１、一般住宅用地は２分の

１）に戻すことについて検討する必要があります。 

 

(7) 今後の固定資産税のあり方  

① 固定資産税は、どの市町村にも広く存在する固定資産を課税客体としており、また税源の偏りも小さく、地方分権の観点からも

市町村税としてふさわしい基幹税目であり、その安定的確保が必要です。また、固定資産税に対する納税者の理解を深めていくた

めにも、負担の公平に向けた努力を行っていく必要があります。 

 平成６年度の評価替えに際して導入された地価公示価格の７割を目途とする評価水準については、これによって全国的な評価の均

衡が図られていることなどから、基本的にはこれを維持していくことが適当であると考えられます。  

②  平成 15年度以降の固定資産税の税負担については、これまでの負担の均衡化・適正化の方向を基本に、同年度の評価替えの動

向及び負担水準の状況や市町村財政の状況などを十分踏まえ、適切に対応する必要があると考えます。  

③  固定資産税の税率に関して、地方分権の趣旨から、市町村が自らの判断で税率を決定していくことが重要であるとの意見や、

現在進められている負担の均衡化がある程度図られた段階で議論すべき課題であるとの意見などがありました。 

 また、税負担の調整措置をできるだけ簡素なものにすべきであるとの意見や、土地の評価について更に透明性を高めるべきである

との意見などがありました。  

 



○超過課税

≪道府県税≫

○道府県民税
　
所得割 無 ― ２３，３９４億円

均等割 無 ― ４６９億円

法人税割 有 ９０２億円 ６，９３０億円

均等割 無 ― １，３１６億円

○事業税

個人 有 ― ２，２３０億円

法人 有 ９２１億円 ３９，１８０億円

≪市町村民税≫

○市町村民税

所得割 無 ― ５９，２７１億円

均等割 無 ０億円 １，１７３億円

法人税割 有 ２,２５４億円 １７，８２５億円

均等割 有 １４０億円 ３，９３６億円

○固定資産税 有 ４０９億円 ９０，４０９億円

○法定外税（注）

○法定外普通税 　 ― ２３８億円

○法定外目的税 　 　 ６団体 ― 13年度以降

（注）最近の法定外税新設の動き
○　遊漁税（河口湖町　他２村） 平成13年７月１日施行
○　臨時特例企業税（神奈川県） 平成13年８月１日施行
○　産業廃棄物税（三重県） 平成14年４月１日施行
○　一般廃棄物埋立税（多治見市） 平成14年４月１日施行
○　宿泊税（東京都） 平成14年10月１日施行予定
○　勝馬投票券発売税（横浜市） 再協議中

地方団体の課税自主権（主な税目）

税　　　　　　目 制限税率 実施団体数 税　　収
(平成１２年度)内 超過課税分

―
個人

―

４６団体
法人

―

―

７団体

―
個人

２０団体

１,４３１団体
法人

５７３団体

２７６団体

１８団体



13 年６月 11 日 経済財政諮問会議 塩川財務大臣提出資料（抜粋） 

財政制度審議会 財政構造改革部会中間報告（平成13 年６月８日） 

Ⅱ 各論＜地方財政＞ 

１．あるべき地方の姿と地方財政改革の方向性 

（２）以上のような観点から、地方財政の改革において目指すべきは、 

①  国・地方を通じて行政の役割を見直し、必要最小限のものとすることにより、持続

可能な財政規模とする 

②  国と地方の役割分担を見直し、国から地方への財政移転を縮小し、地方公共団体ご

とに受益と負担の関係が明確である財政的枠組みの下、地方財政が自律的に運営され

る 

との方向であると考えられる。 

 

２．地方財政の健全化に向けて求められる取組み 

（１）地方財政は、近年、歳出が国を上回る伸びで急速に拡大する一方で、地方税収の伸び

悩み等の要因により、急激に悪化しており、交付税特別会計借入や地方債務が増加して

いる。 

こうした地方財政の拡大の要因については、景気対策の観点からの地方単独事業の拡

大といった量的拡大の問題や、国の施策による地方歳出の義務付けといった歳出の自由

度の問題のほか、交付税が財源保障機能を有することから受益と負担の関係が希薄化し、

シビル・ミニマムを大きく超える地方歳出を保障するといったモラル・ハザードの問題

や、交付税制度に内在する歳出拡大へのインセンティヴの問題といった制度的問題につ

いても指摘がなされている。 

 

（２）したがって、地方財政の健全化に当たっては、地方が行う行政の量の縮小、国の関与

の縮減、交付税の制度改革といった複合的な取組みが必要である。特に、地方交付税に

ついては、基準財政需要の算定を通じて地方の標準的行政に必要な財源を保障している

ことが、住民にとって受益と負担の関係を希薄にし、中央への依存体質を強めていると

の指摘があり、こうした財源保障機能を縮小するために、国の地方歳出に対する関与の

大幅な縮減と、地方交付税制度の抜本的な改革が大きな課題となろう。 

したがって、そのためには、 

①  国の関与の縮減に応じて地方交付税による財源保障の範囲を縮小 

②  地方財政計画と実績との乖離が著しい投資地方単独事業を見直すとともに、一般

行政の単独事業についても、シビル・ミニマムの適正化の観点から見直し、地方交

付税による財源保障の範囲を縮小 

③  地方交付税制度を税源の偏在を調整する制度に近づけていくことによって、各地

方公共団体にとって歳出を見直すインセンティヴを高めるような制度の見直し 

といった取組みが必要となる。これによって、自立的かつ持続可能な地方財政への移

行を早急に図るべきである。 




